
  

○ みどりの食料システム戦略総合対策事業補助金交付事務取扱要領（令和４年４月 20 日付け農政第 86 号農政部長通知）一部改正新旧対照表 
（下線の部分は改正部分）  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

     

みどりの食料システム戦略総合対策事業補助金交付事務取扱要領 

 

令和４年（2022 年）４月 20 日付け農政第 86 号 農政部長通知 

令和５年（2023 年）１月 25 日付け農政第 1155 号 農政部長通知 

 令和５年（2023 年）４月 13 日付け農政第 50 号 農政部長通知 

 令和６年（2024 年）３月８日付け食政第 1393 号 農政部食の安全推進監通知 

最終改正 令和６年（2024 年）４月 16 日付け食政第 121 号農政部食の安全･みどりの農業推進監通知 

 

第１ 趣旨 [略] 

 

第２ 事業実施計画の提出 

１ 推進交付金交付等要綱又は緊急対策交付等要綱（以下「各交付等要綱」という。）に

基づく事業を実施する事業実施主体は、各交付等要綱で示す事業実施計画書を作成し、

市町村長（事業実施の範囲が２以上の市町村の区域にわたる場合にあっては、原則とし

て事業実施主体の事務所の所在地する市町村長とする。また、推進交付金交付等要綱別

記３及び緊急対策交付等要綱別記２の事業を実施する場合にあっては、対象農地の所在する

市町村長とし、推進交付金交付等要綱別記８－１及び別記８－２の事業並びに緊急対策交付等

要綱別記６－１及び別記６－２の事業を実施する場合にあっては、事業実施拠点の所在す

る市町村長とする。）に提出する。なお、複数の総合振興局又は振興局（以下「総合振

興局等」という。）の区域を対象とする事業を行う事業実施主体（以下「広域的事業

者」という。）は、当該事業実施計画書を主たる総合振興局長等に提出するものとし、

広域的事業者のうち全道の区域を対象とする事業を行う事業実施主体は、知事に提出す

るものとする。 

なお、各交付等要綱で定める特認団体として事業実施主体になろうとする者は、各交

付等要綱に定める特認団体認定申請書を添付しなければならない。  

また、推進交付金交付等要綱に基づく事業を実施する事業実施主体は、推進交付金交

付等要綱で示す環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート又は実施者リス

トを添付しなければならない。  

２ 市町村長は、１により提出を受けた事業実施計画書及び環境負荷低減のクロスコンプラ

イアンスチェックシート又は実施者リストについて、総合振興局長等に提出するものと

する。 

なお、自らが事業実施主体となる場合にあっては、各交付等要綱で示す事業実施計画書及

び推進交付金交付等要綱に基づく事業を実施する場合は推進交付金交付等要綱で示す環

境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート又は実施者リストを作成し、１に

より提出のあった事業実施計画書と併せて総合振興局長等に提出するものとする。 

 

第３ 事業実施計画の変更 

１ [略] 

２  総合振興局長等は、１で提出のあった事業実施計画の変更の承認を行う場合は、あらかじ

め、農政部食の安全･みどりの農業推進監に協議するものとする。 

 

第４ 補助金の交付申請書類 

１ 規則第３条の２の規定による補助金の交付申請は、規則第３条の規定に基づき行う告

示の定めるところにより、農政第１号様式（昭和 49 年北海道告示第 809 号による告示様

式。以下「農政第〇号様式」について同じ。）の補助金等交付申請書に、次に掲げる関

係書類を添えて、事業実施主体の所在する市町村長（事業実施主体の構成員に市町村が含ま

れている場合も含むものとする。また、推進交付金交付等要綱別記３及び緊急対策交付等

要綱別記２の事業を実施する場合にあっては、対象農地の所在する市町村長とし、推進交付金

               

みどりの食料システム戦略総合対策事業補助金交付事務取扱要領 

 

令和４年（2022 年）４月 20 日付け農政第 86 号 農政部長通知 

令和５年（2023 年）１月 25 日付け農政第 1155 号 農政部長通知 

 令和５年（2023 年）４月 13 日付け農政第 50 号 農政部長通知 

最終改正 令和６年（2024 年）３月８日付け食政第 1393 号 農政部食の安全推進監通知 

                                              

 

第１ 趣旨 [略] 

 

第２ 事業実施計画の提出 

１ 推進交付金交付等要綱又は緊急対策交付等要綱（以下「各交付等要綱」という。）に

基づく事業を実施する事業実施主体は、各交付等要綱で示す事業実施計画書を作成し、

市町村長（事業実施の範囲が２以上の市町村の区域にわたる場合にあっては、原則とし

て事業実施主体の事務所の所在地する市町村長とする。また、             

     緊急対策交付等要綱別記２の事業を実施する場合にあっては、対象農地の所在する

市町村長とし、推進交付金交付等要綱別記７－１       の事業並びに緊急対策交付等

要綱別記６－１及び別記６－２の事業を実施する場合にあっては、事業実施拠点の所在す

る市町村長とする。）に提出する。なお、複数の総合振興局又は振興局（以下「総合振

興局等」という。）の区域を対象とする事業を行う事業実施主体（以下「広域的事業

者」という。）は、当該事業実施計画書を主たる総合振興局長等に提出するものとし、

広域的事業者のうち全道の区域を対象とする事業を行う事業実施主体は、知事に提出す

るものとする。 

なお、各交付等要綱で定める特認団体として事業実施主体になろうとする者は、各交

付等要綱に定める特認団体認定申請書を添付しなければならない。  

(追記) 

 

 

２ 市町村長は、１により提出を受けた事業実施計画書                 

                   について、総合振興局長等に提出するものと

する。 

なお、自らが事業実施主体となる場合にあっては、各交付等要綱で示す事業実施計画書                                  

                                           

                                  を作成し、１に

より提出のあった事業実施計画書と併せて総合振興局長等に提出するものとする。 

 

第３ 事業実施計画の変更 

１ [略] 

２  総合振興局長等は、１で提出のあった事業実施計画の変更の承認を行う場合は、あらかじ

め、農政部食の安全推進監      に協議するものとする。 

 

第４ 補助金の交付申請書類 

１ 規則第３条の２の規定による補助金の交付申請は、規則第３条の規定に基づき行う告

示の定めるところにより、農政第１号様式（昭和 49 年北海道告示第 809 号による告示様

式。以下「農政第〇号様式」について同じ。）の補助金等交付申請書に、次に掲げる関

係書類を添えて、事業実施主体の所在する市町村長（事業実施主体の構成員に市町村が含ま

れている場合も含むものとする。また、                緊急対策交付等

要綱別記２の事業を実施する場合にあっては、対象農地の所在する市町村長とし、推進交付金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国要綱と整合を図るための所用の改

正。（みどりの食料システム戦略推

進交付金交付等要綱（以下、交付要

綱という。）第４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国要綱と整合を図るための所用の改

正。（交付要綱第５） 

 

国要綱と整合を図るための所用の改

正。（交付要綱第５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

国要綱と整合を図るための所用の改

正。（交付要綱第４） 

 

 

 

 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

交付等要綱別記８－１及び別記８－２の事業並びに緊急対策交付等要綱別記６－１及び別記６

－２の事業を実施する場合にあっては、事業実施拠点の所在する市町村長とする。）又

は広域的事業者（以下「補助事業者」という。）が総合振興局長等に対し行うものとする。た

だし、全道にわたり事業を行う広域的事業者にあっては、知事に対して申請を行うものとす

る。 

なお、各交付等要綱で定める事業を行う場合は、各交付等要綱別表の経費欄に記載さ

れた事業ごとに農政第１号様式を作成すること。  

（１）事業計画書（農政第８号様式）(整備事業を実施する場合に限る。) 

（２）補助金等交付申請額算出調書（農政第 14 号様式） 

（３）経費の配分調書（農政第 18 号様式） 

（４）事業予算書（農政第 20 号様式） 

（５）資金収支計画書（農政第 32 号様式）（申請者が市町村である場合を除く。） 

（６）みどりの食料システム戦略総合対策事業実施計画書（農政第 214 号様式） 

（７）工事雑費内訳明細書(別記第 21 号様式)(整備事業を実施する場合で補助対象経費に工 

事雑費が含まれる場合に限る。) 

２ [略] 

 

第５ 補助金の交付申請額 [略] 

 

第６ 補助金の交付の決定等の通知 

１ [略] 

２ [略] 

３ [略] 

４ ３の（２）のまた書の条件に基づき、補助事業者から報告があった場合は、総合振興局長等

は、当該年の６月 15 日までに農政部食の安全･みどりの農業推進監に報告するものとする。 

５ [略] 

６ [略] 

 

第７ 申請の取下げ 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部食の安全･みど

りの農業推進監に報告するものとする。 

 

第８ 契約等 [略] 

 

第９ 事業の変更 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の通知を行うに当たっては、申請書の写しを添えて、あらかじ

め、農政部食の安全･みどりの農業推進監に協議するものとする。ただし、第３の規定に基

づき事業実施計画の変更の承認があった場合にあっては、農政部食の安全･みどりの農業

推進監への協議は要しないものとする。  

 

第 10 事業の中止又は廃止 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添

えてあらかじめ農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。ただし、第３

の規定に基づき事業の中止又は廃止に係る事業実施計画の変更の承認があった場合にあ

っては、農政部食の安全･みどりの農業推進監への協議は要しないものとする。  

 

第 11 事業の執行の遅延又は不能 

交付等要綱別記７－１       の事業並びに緊急対策交付等要綱別記６－１及び別記６

－２の事業を実施する場合にあっては、事業実施拠点の所在する市町村長とする。）又

は広域的事業者（以下「補助事業者」という。）が総合振興局長等に対し行うものとする。た

だし、全道にわたり事業を行う広域的事業者にあっては、知事に対して申請を行うものとす

る。 

なお、各交付等要綱で定める事業を行う場合は、各交付等要綱別表の経費欄に記載さ

れた事業ごとに農政第１号様式を作成すること。  

（１）事業計画書（農政第８号様式）(整備事業を実施する場合に限る。) 

（２）補助金等交付申請額算出調書（農政第 14 号様式） 

（３）経費の配分調書（農政第 18 号様式） 

（４）事業予算書（農政第 20 号様式） 

（５）資金収支計画書（農政第 32 号様式）（申請者が市町村である場合を除く。） 

（６）みどりの食料システム戦略総合対策事業実施計画書（農政第 214 号様式） 

（７）工事雑費内訳明細書(別記第 21 号様式)(整備事業を実施する場合で補助対象経費に工 

事雑費が含まれる場合に限る。) 

２ [略] 

 

第５ 補助金の交付申請額 [略] 

 

第６ 補助金の交付の決定等の通知 

１ [略] 

２ [略] 

３ [略] 

４ ３の（２）のまた書の条件に基づき、補助事業者から報告があった場合は、総合振興局長等

は、当該年の６月 15 日までに農政部食の安全推進監      に報告するものとする。 

５ [略] 

６ [略] 

 

第７ 申請の取下げ 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部食の安全推進監            

      に報告するものとする。 

 

第８ 契約等 [略] 

 

第９ 事業の変更 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の通知を行うに当たっては、申請書の写しを添えて、あらかじ

め、農政部食の安全推進監      に協議するものとする。ただし、第３の規定に基

づき 事業 実 施計 画の 変 更の 承 認が あっ た 場合 にあ っ ては 、 農政部食の安全推進監      

への協議は要しないものとする。  

 

第 10 事業の中止又は廃止 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添

えてあらかじめ農政部食の安全推進監      と協議するものとする。ただし、第３

の規定に基づき事業の中止又は廃止に係る事業実施計画の変更の承認があった場合にあ

っては、農政部食の安全推進監      への協議は要しないものとする。  

 

第 11 事業の執行の遅延又は不能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあらか

じめ農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。ただし、年度内に完了する

見込みがあるときは、この限りではない。 

 

第 12  事情変更 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、１の(１)により補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす

るときには、あらかじめ農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。 

 

第 13 概算払 [略] 

 

第 14  事業遂行状況報告 [略] 

 

第 15  事業の遂行命令 

１ [略] 

２ [略] 

３  [略] 

４ [略] 

５ 総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするときに

は、あらかじめ農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。 

 

第 16 機械の導入等 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２による機械導入完了報告書等を受理したときは、その写しを農政部食

の安全･みどりの農業推進監に提出するものとする。 

４ [略] 

５ [略] 

 

第 17 実績の報告 

１ [略] 

２ [略] 

 

第 18 補助金の確定額 [略] 

 

第 19  額の確定 [略] 

 

第 20 交付状況の報告 [略] 

 

第 21 帳簿及び書類の備付け [略]  

 

第 22 財産の処分 

１ [略] 

２ [略] 

３  [略] 

４ [略] 

５ 総合振興局長等は、４の通知をするに当たっては、申請書の写しを添えてあらかじめ

農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。  

６ [略] 

 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあらか

じめ農政部食の安全推進監      と協議するものとする。ただし、年度内に完了する見

込みがあるときは、この限りではない。 

 

第 12  事情変更 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、１の(１)により補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす

るときには、あらかじめ農政部食の安全推進監      と協議するものとする。 

 

第 13 概算払 [略] 

 

第 14  事業遂行状況報告 [略] 

 

第 15  事業の遂行命令 

１ [略] 

２ [略] 

３  [略] 

４  [略] 

５ 総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするときに

は、あらかじめ農政部食の安全推進監      と協議するものとする。 

 

第 16 機械の導入等 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２による機械導入完了報告書等を受理したときは、その写しを農政部食

の安全推進監      に提出するものとする。 

４ [略] 

５ [略] 

 

第 17 実績の報告 

１ [略] 

２ [略] 

 

第 18 補助金の確定額 [略] 

 

第 19  額の確定 [略] 

 

第 20 交付状況の報告 [略] 

 

第 21 帳簿及び書類の備付け [略]  

 

第 22 財産の処分 

１ [略] 

２ [略] 

３  [略] 

４ [略] 

５ 総合振興局長等は、４の通知をするに当たっては、申請書の写しを添えてあらかじめ

農政部食の安全推進監      と協議するものとする。  

６ [略] 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

第 23  交付決定の取消し及び補助金返還 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき

は、あらかじめ農政部食の安全･みどりの農業推進監と協議するものとする。 

 

第 24 特例措置 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、１により提出を受けた場合は、事前にその理由等を十分に検討し

て必要最小限にとどめるよう指導の上、農政部食の安全･みどりの農業推進監に報告するも

のとする。また、着手後においても本事業が適正に行われるように必要な指導を十分に

行うものとする。 

 

第 25 補助事業者等に対する調査等 [略] 

 

 

附則（令和６年（2024 年）４月 16 日付け食政第 121 号） 

１ この要領は、令和６年（2024 年）４月 22 日から施行する。ただし、改正前の要領に基づき補

助金の交付決定を受けた事業については、なお従前の例により取り扱うものとする。 

 

別記第 1 号様式～別記第２号様式 [略] 

 

別記様式第３号様式 

第 23  交付決定の取消し及び補助金返還 

１ [略] 

２ [略] 

３ 総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき

は、あらかじめ農政部食の安全推進監      と協議するものとする。 

 

第 24 特例措置 

１ [略] 

２ 総合振興局長等は、１により提出を受けた場合は、事前にその理由等を十分に検討し

て必要最小限にとどめるよう指導の上、農政部食の安全推進監      に報告するも

のとする。また、着手後においても本事業が適正に行われるように必要な指導を十分に

行うものとする。 

 

第 25 補助事業者等に対する調査等 [略] 

 

 

 

 

 

 

別記第 1 号様式～別記第２号様式 [略] 

 

別記様式第３号様式 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

機構変更に伴う改正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則により既に当該要領に基づき交

付決定を受けた事業については当該

要領により取り扱うものとする旨を

規定。 

 

 

 

 

 

 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

 

 

 

 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

国要綱と整合を図るための所用の改

正。（交付要綱第４）。 



  

改            正            後 現                       行 改 正 概 要 

 

別記第４号様式～別記第 21 号様式 [略] 

 

 

別記第４号様式～別記第 21 号様式 [略] 

 

 


